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　平成２０年度は、秋以降の世界同時不況の影響を受け、大変
厳しい財政状況の中、高齢者対策や子育て施策などの市民サ
ービスを最優先に効率的な行政運営に取り組み、事業を展開
してきました。広報ひの今号では、この事業について、①持
続可能な社会の実現に向けた地球温暖化対策②市民の健康の
ためのさまざまな取り組み③子育て支援サービスの充実（保
育園等改革プランの推進）④格差是正、という４つの視点か
ら、その概要をお知らせします。
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５，８７９．８５平方㍍を公有化し、優良な緑地の保全が実
現しました。

☆障害児放課後クラブの開設
　学童クラブやひのっちでは対応出来ない障害児に放
課後の活動の場を提供し、創作活動、見守りなどのサ
ービスを提供しました。
�登録者数は２５人、延べ利用者数は１，６８８人（実施日数
１８１日）となり、障害児の放課後活動の充実、保護者
の一時的な休息が図れました。
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☆栄町の市営住宅跡地に環境配慮のモデル街区を設定
　エコ住宅にソーラーシステムを設置、生ごみ堆肥化
システムの導入、モデル街区に隣接する公園へのソー
ラーライトの導入などを行いました。
�省エネ・省資源に配慮した住宅建築推進を市内に広
め、環境に配慮したまちづくりが進みました。
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☆日野緑地・百草公園東緑地の用地取得
　日野市みどりの基本計画に基づき、多摩丘陵地域の
緑地を保全するため、国庫補助金を導入して用地取得
を行いました。
�日野緑地で６６７．１９平方㍍、百草公園東緑地では
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☆げんき高齢者等交流の場の開設
　湯沢福祉センタ
ーにげんき高齢者
交流の場として
「ゆざわ・ここか
らネット」を開設
し、地域の住民や
子ども、障害者と
の世代間交流を図
れるスペースを提
供しました。

�定期的に開催する地域懇談会などでＰＲし、多くの
方に健康づくりや仲間づくりの場として活用されて
います。
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☆高齢者世帯を地域ぐるみで見守り、支え合い
　ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯に対し、地域住民
や事業所による見守り支援の実施、ふれあい交流サロ
ンの開設、ちょっとした困りごとの手伝いなどのさま
ざまなサービスを実施しました。
�対象となる高齢者は１８５人、見守り推進員は２２８人、
見守り支援の登録事業所は２１６カ所になります。 
百草団地ふれあいサロンでは、年間５，１０４人（１日平
均２７．７人、オープン日数１８４日）の利用者が訪れまし
た。 
困りごと支援は６月から開始し、電球・蛍光灯の取
替えなどの作業を実施しています。
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☆市立病院改革プランに基づく経営改善への取り組み
　良質な医療を継続して提供し、市民に信頼される地
域の中核病院としての役割を果たすため、医療体制の
充実や占床率アップなどに取り組みました。

�常勤医師の確保
により、小児科
のチーム医療及
び産科分娩が再
開しました。ま
た、救急科を開
設して救急・災
害医療を充実さ
せています。
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☆保育園、基幹型児童館の整備
　みさわ保育園耐震補強と大規模改修、もぐさ台保育

園の大規模改修を行いました。また、平成２１年度から
地域の子育て支援の拠点となる基幹型児童館として、
あさひがおか児童館を大規模改修しました。また、栄
町こうゆう館内にさかえまち児童館を新設しました。
�児童の安全・安心と保育環境を確保することが出来
ました。また、基幹型児童館構想を実現するための
基盤整備が進みました。
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☆保育所、認定子ども園の設置
　多摩平に吹上多摩平保育園を開設し、京王線高幡不
動駅前には京王キッズプラッツ高幡を開設しました。
また、日野・多摩平幼稚園に就学前の教育・保育を一
貫して提供する認定こども園を設置しました。
�これらの取り組みにより、待機児解消につなげるこ
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☆ひとり親家庭を総合的に支援
　ひとり親家庭への相談・情報提供の充実、住宅支援、
就労支援などを実施しました。
�「ひとり親家庭のしおり」の配布、ひとり親家庭専
属の相談員の配置、市営住宅への優先入居、支援セ
ミナーと相談会の開催、パソコンスキルアップ講座、
母子自立支援プログラムなど、ニーズに合った支援
サービスを提供しました。
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☆「ふだん着でＣＯ２をへらそう」宣言の獲得
　市内の官公署、法人会、商工会、大学及び市民団体
などと連携して、ＣＯ２削減に向けての宣言をしてもら
いました。
�宣言者数は一般世
帯が６，４３８世帯、団
体・事業所が１４１事
業所で、宣言に伴
うＣＯ２削減換算
値は３，１６５㌧、針葉
樹２２６，０９７本相当
です。

とが出来ました。また、就学前の子どもの子育て支
援を総合的に提供することで、幼保一元化の足がか
りになりました。
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☆そだちあい事業の充実
　保育園、学童クラブに通う特別な配慮を必要とする
子どもについて、支援アドバイザーによる定期的な巡
回、保護者との個別相談、職員研修などを行い、総合的
に支援しました。
�総合的な支援の実施により、保育者のスキルアップ
及び保護者の育児不安の解消など、さまざまな効果
をあげることが出来ました。

財政課問合せ先
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　平成２０年度の特別会計は、歳入総額が４３９億７，８６９万円で前年
度比１２．１％（６０億６，０７７万円）の減、歳出は４４１億８，１３５万円で
前年度比１２．１％（６０億９，３３９万円）の減となりました。

　経常収支比率とは、人件費・扶助費な
ど容易に縮減出来ない固定的な経費に、
市税などがどの程度使われているかを示
す指標です。財政の弾力性を示すもので
あり、この数値が低いほど新たな住民ニ
ーズに対応出来る余地が大きくなりま
す。
　平成２０年度の日野市の普通会計決算
でみた経常収支比率は９０．６％と前年度
９４．０％から３．４％改善しました。これは、
退職者数の減少や職員定数削減などによ

　一般会計の当初予算は、４８３億６，０００万円でしたが、６回の補正を行い、
３９億１，１３９万円増の５２２億７，１３９万円となりました。予算額に対する収入率
及び執行率は下記のとおりです。

●補正予算による主要な事業

１，５００万円豊田駅「たきび」音源作製

２，４４０万円女性特有のがん検診推進事業

２，５３０万円太陽光発電システム設置助成

３，８１４万円魅力ある都市農業育成対策事業

１億　５４７万円学童クラブ新設・増築・改修

１億３，０５５万円緊急雇用創出事業

１億５，１４９万円浅川スポーツ公園用地取得

１億８，１２５万円学校ＩＣＴ教育環境整備事業

２億　６００万円豊田駅バリアフリー化事業

３億５，７７４万円（仮称）市民の森ふれあいホール建設工事

●各会計別予算執行状況 ��������������� （平成２１年９月３０日現在）
執行率
（％）支出済額収入率

（％）収入済額予算現額会計名

４７.３２４７億４，９９７万円５１.６２６９億６，２４５万円５２２億７，１３９万円一 般 会 計

４３.０６６億２，４０８万円４２.８６５億９，５４５万円１５４億　４１３万円国 民 健 康 保 険
特 別 会 計

 １.９８，２７９万円 ４.０１億６，８６９万円４２億６，６６４万円土地区画整理事業
特 別 会 計

３６.０１９億１，７１１万円３６.０１９億１，８５３万円５３億３，１６９万円下水道事業特別会計

 ２.６１４２万円４４.５２，４７３万円５，５６０万円老人保健特別会計

３９.４３６億　４７１万円４８.５４４億３，６１４万円９１億５，５４９万円介護保険特別会計

３２.３８億１，８３３万円４１.４１０億４，８４１万円２５億３，４２４万円後期高齢者医療
特 別 会 計

－－－－－３３.７２４億８，６７０万円７３億８，５０８万円市 立 病 院 事 業
特別会計（収入）

４１.２３０億４，１１３万円－－－－－７３億８，５０８万円市 立 病 院 事 業
会 計（ 支 出 ）

※一般会計の予算現額には、繰越明許費を含む

　人件費比率とは、歳出総額に占める人
件費の割合を示します。平成２０年度は第
３次行財政改革に基づく職員数の減少に
加え、前年度にピークを迎えた退職者数
の大幅な減少などにより、１９．０％と、過去
１０年間で最も低い数値に抑えられました。

　基金とは、将来に備えた積立金で、
家計における「預貯金」にあたります。
このうち、財政調整基金は、いざとい
うときに備えるための基金で、２０年度
末残高は前年度より２億８，５３１万円増
の１８億４，０２２万円となりました。

　市債とは、単年度予算ではまかないきれない多額の資金を必要とする事業を実施す
るために行う長期の借入金で、家計における「ローン」にあたります。学校耐震化事
業や将来にわたって広く市民に利
用される公共施設、道路の建設な
ど、各年度の負担を均等にすべき
事業に充てられます。豊かな市民
生活を支えるために必要なもので
すが、残高が大きくなると、将来の
世代に負担を残すことになります。
　実質公債費比率（単年度におけ
る借入金の返済額の大きさを示す
指標。２５％未満であれば適正値）
は、１．０％となり、適正値内とな
っています。

対前年度比歳出対前年度比歳入会計

２．４％１５２億８，３７５万円２．４％１５３億８，２０９万円国民健康保険
特 別 会 計

４．４％３８億６，２４９万円１．２％３９億２，４５２万円土地区画整理事業
特 別 会 計

１２．５％６１億６，４３６万円１３．０％６１億９，８４５万円下水道事業
特 別 会 計

△５１．５％４億４，３５４万円△５１．５％４億４，３５４万円受託水道事業
特 別 会 計

△９０．１％９億９，６０８万円△９０．０％１０億　５５８万円老 人 保 健
特 別 会 計

１．０％８２億７，０７２万円３．８％８６億４，１４６万円介 護 保 険
特 別 会 計

－－２２億６，３２７万円－－２２億８，０４０万円後期高齢者医療
特 別 会 計

△２．１％６８億９，７１４万円△３．９％６１億　２６５万円市立病院事業
会 計

△１２．１％４４１億８，１３５万円△１２．１％４３９億７，８６９万円合　計

　平成２０年度の一般会計の歳入は、５４０億２，７１５万円で前年度比１．８％（９
億６，８５１万円）減、歳出は５２２億６３３万円で前年度比２．９％（１５億７，２４５万円）
減となり、差引１８億２，０８２万円を平成２１年度に繰り越しました。

（　）内は構成比、〈　〉内は対前年度比

経常収支比率
（類似団体との比較）

８９．９多 摩 地 区 の
類似団体平均

９６．３小 平 市
９２．２調 布 市
９２．０西 東 京 市

９０．６日 野 市

８９．４立 川 市
８８．８三 鷹 市
８８．１町 田 市
８６．８八 王 子 市
８４．８府 中 市
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歳　入
　歳入の柱となる市税は、納税義務者の増
加によって個人市民税が増加し、法人市民
税も増加したため、全体では引き続き増収
となっています。ただし、法人市民税は、
企業収益減の影響で翌年度の各企業の決算
状況により一部を返還する場合があります。
　市債借入は、臨時財政対策債が増加した
ものの、小学校改築工事が終了したことな
どにより、ほぼ前年度並みとなっています。
　国からの地方交付税は、普通交付税が５
年連続で不交付となりました。

歳　出
　総務費は、平山 季  重 ふれあい館の建設工

すえ しげ

事の終了などにより、７億５，５９４万円の減と
なりました。
　教育費は、平山小学校の改築工事の終了
などにより、９億６，３９２万円の減となりまし
た。
　衛生費は、市立病院経営健全化のための
財政支援などにより、３億９，７４６万円の増と
なりました。
　公債費は、教育債や土木債の償還額の減
少などにより、１，５５９万円の減となりました。
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（平成２１年３月３１日現在）

１６１万８，８９３平方㍍土　　　　　地

３２万３，６４１平方㍍建　　　　　物

１８億４，０２２万円財政調整基金

基　

金

２億８，２５４万円減債基金

９６億４，４１１万円その他特定目的基金

１１７億６，６８７万円合　　　計

る人件費の大幅な減少によって支出が抑
えられたことによります。また、大手企
業の予定申告納税によって法人市民税が
一時的に増収となったことや、固定資産
税が増収となったことが主な要因です。
　しかし、今回の改善は一時的であり、
財政構造的な改善を示す結果とは言えま
せん。経常収支比率の根本的な改善に
は、更なる経常経費の抑制が必要不可欠
です。


